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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　片面の粘着面を露出させるとともに他面の粘着面にセパレータを貼合せた両面粘着テー
プをワークの貼付け面に貼付けてゆく両面粘着テープ貼付け方法であって、
　ベース部に枢支連結され揺動下降するアームの下部に備えられ回転カッタと受けローラ
により、供給された前記両面粘着テープを挟み込み、当該両面粘着テープに貼合せてある
セパレータの側辺に、テープ長手方向に沿って所定間隔ごとに切込みを形成しながらワー
クの表面に連続して貼り付けてゆく
　ことを特徴とする両面粘着テープ貼付け方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の両面粘着テープ貼付け方法において、
　前記セパレータの両側辺にテープ長手方向に沿って所定間隔ごとに切込みを形成する
　ことを特徴とする両面粘着テープ貼付け方法。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の両面粘着テープ貼付け方法において、
　ワーク上の直線状の貼付け径路では前記切込みの形成を回避し、湾曲状の貼付け径路で
は前記切込みを形成する
　ことを特徴とする両面粘着テープ貼付け方法。
【請求項４】
　片面の粘着面を露出させるとともに他面の粘着面にセパレータを貼合せた両面粘着テー
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プをワークの貼付け面に貼付けてゆく両面粘着テープ貼付け装置であって、
　ベース部に連続供給された前記両面粘着テープを貼付け作用位置まで導くテープ案内手
段と、
　前記ベース部の先端部の貼付け部位にまで導かれた前記両面粘着テープをワークの貼付
け面に押し付ける貼付け部と、
　前記セパレータの側辺にテープ長手方向に沿って所定間隔で切込みを形成するテープ切
込み機構を備え、
　前記テープ切込み機構は、ベース部に枢支連結され揺動下降するアームと、
　前記アームの下部に備えられ両面粘着テープのセパレータ上側から切断作用する回転カ
ッタと、
　前記両面粘着テープを粘着面側から受ける受けローラと、
　を備えたことを特徴とする両面粘着テープ貼付け装置。
【請求項５】
　請求項４に記載の両面粘着テープ貼付け装置において、
　前記テープ切込み機構は、切込みを形成する作用状態と、切込みを形成しない非作用状
態とに切換え可能に構成してある
　ことを特徴とする両面粘着テープ貼付け装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の両面粘着テープ貼付け装置において、
　前記ベース部に対してアームを上方に揺動付勢させる弾性体を備えた
　ことを特徴とする両面粘着テープ貼付け装置。
【請求項７】
　請求項６に記載の両面粘着テープ貼付け装置において、
　前記アームを揺動付勢に抗して下降させたとき、アームの下部に備わった回転カッタが
作用位置で固定されるようアームをベース部に固定保持する保持機構を備えた
　ことを特徴とする両面粘着テープ貼付け装置。
【請求項８】
　請求項４ないし請求項７のいずれかに記載の両面粘着テープ貼付け装置において、
　前記貼付け部は、ベース部の先端部で回転自在に軸支されたローラである
　ことを特徴とする両面粘着テープ貼付け装置。
【請求項９】
　請求項４ないし請求項７のいずれかに記載の両面粘着テープ貼付け装置において、
　前記貼付け部は、両面粘着テープの厚みよりも小さく、かつ、テープ幅よりも大きいテ
ープ貼付け溝をベース部の平坦な先端部に形成して構成した
　ことを特徴とする両面粘着テープ貼付け装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、両面粘着テープをワークの表面に連続して貼付けてゆく両面粘着テープ貼付
け方法と両面粘着テープ貼付け装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　粘着テープをワークの表面に連続して貼付けてゆく方法としては、以下の方法が知られ
ている。例えば、セパレータ付きの粘着テープを手持ち式の貼付け装置に導き、セパレー
タを剥離しながら粘着面が露出させる。この粘着面を所定の貼付け面に押し付けて貼付け
装置を移動させることにより、粘着テープを連続的にワークに貼付けてゆく（例えば、特
許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
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【特許文献１】特開２００５－３５７２４号公報
【０００４】
　両面粘着テープも上記と同様な形態で貼付けてゆくことは可能であるが、次のような不
具合が生じることがある。すなわち、両面粘着テープは、粘着テープ本体の両粘着面にセ
パレータが貼合わされた状態で供給され、一方のセパレータを剥離しながらワークに貼り
付けられる。その後、別工程において、ワークに貼付済の粘着テープの表面から他方のセ
パレータを剥離して粘着面を露出させる。この状態で所望の部材を貼付けることになる。
【０００５】
　粘着テープを貼付けたワークを移送する場合、粘着テープの表面に残されているセパレ
ータが不用意に剥離浮上してしまうと、露出した粘着面が大気に触れて劣化したり、粘着
面に異物が付着して接着性能が低下したりする恐れがある。したがって、ワークに貼付け
られた両面粘着テープは、表面のセパレータが勝手に剥離浮上しないようにしておくこと
が必要となる。
【０００６】
　ワークの表面の直線径路あるいは直線に近い緩やかな湾曲径路に沿って両面粘着テープ
を貼付ける場合には、貼付けた粘着テープ表面のセパレータが勝手に剥離浮上するような
ことはない。しかしながら、屈曲あるいは曲率の小さい湾曲径路にセパレータ付きの粘着
テープを貼付ける場合には、セパレータの伸縮性が両面粘着テープ本体に比べて低いので
、その復元力によってセパレータの「浮き」が生じたり、あるいは皺が発生したりすると
いった問題がある。
【０００７】
　具体的にセパレータは、粘着テープの粘着面に対して容易に剥離できる低接着性の樹脂
テープや樹脂コーティングした紙材などの、粘着テープ本体に比べて伸縮性が小さい材質
のものが用いられている。このため、小さい曲率の径路においては両面粘着テープが、湾
曲内側では貼付け径路方向に圧縮され、湾曲外側では貼付け径路方向に伸長されて貼り付
けられることになる。この場合、圧縮が生じる湾曲内側ではセパレータが多少シワになる
だけで、粘着面から大きく剥離することはない。しかしながら、伸長が生じる湾曲外側で
はセパレータが両面粘着テープの伸長に追従できず、粘着面から剥離しやすくなり、湾曲
外側から発生した剥離がその周辺まで拡大され、湾曲径路の長い範囲でセパレータの剥離
浮上が生じてしまう。
【０００８】
　本発明はこのような事情に鑑みてなされたものであって、湾曲径路においてもセパレー
タの剥離を生じることなく両面粘着テープを好適に貼り付けてゆくことのできる両面粘着
テープ貼付け方法および両面粘着テープ貼付け装置を提供することを主たる目的としてい
る。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　この発明は、このような目的を達成するために、次のような構成をとる。
　すなわち、第１の発明は、片面の粘着面を露出させるとともに他面の粘着面にセパレー
タを貼合せた両面粘着テープをワークの貼付け面に貼付けてゆく両面粘着テープ貼付け方
法であって、
　ベース部に枢支連結され揺動下降するアームの下部に備えられ回転カッタと受けローラ
により、供給された前記両面粘着テープを挟み込み、当該両面粘着テープに貼合せてある
セパレータの側辺に、テープ長手方向に沿って所定間隔ごとに切込みを形成しながらワー
クの表面に連続して貼り付けてゆく　ことを特徴とする。
【００１０】
　（作用・効果）　この方法によれば、湾曲した貼付け径路において、セパレータの側辺
に沿って交差するように所定間隔をおいて切込みを形成してゆく。したがって、両面粘着
テープが伸長される湾曲外側では形成された切込みが開くので、伸縮性の劣るセパレータ
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が張力によって粘着テープ本体から勝手に剥離してテープ長手方向の長い範囲で剥離浮上
してしまうことが抑制される。
【００１１】
　第２の発明は、第１の発明において、
　前記セパレータの両側辺にテープ長手方向に沿って所定間隔ごとに切込みを形成するこ
とを特徴とする。
【００１２】
　（作用・効果）　この方法によれば、蛇行して湾曲あるいは屈曲した貼付け径路に沿っ
ての貼付けを行う場合、貼付け径路のいずれの湾曲外側においてもセパレータの側辺に切
込みが形成される。したがって、いずれの湾曲外側からのセパレータ剥離の進行に対して
も好適に抑制することができる。
【００１３】
　第３の発明は、第１の発明において、
　ワーク上の直線状の貼付け径路では前記切込みの形成を回避し、湾曲状の貼付け径路で
は前記切込みを形成することを特徴とする。
【００１４】
　（作用・効果）　この方法によれば、直線状の貼付け径路と湾曲状あるいは屈曲状の貼
付け径路とが混在する場合、セパレータ剥離の恐れのある湾曲状などの貼付け径路でのみ
切込み形成を行わせられる。したがって、セパレータ剥離の恐れのない直線状の貼付け径
路での不必要な切込み形成を回避し、貼付け操作を簡素化することができる。
【００１５】
　第４の発明は、片面の粘着面を露出させるとともに他面の粘着面にセパレータを貼合せ
た両面粘着テープをワークの貼付け面に貼付けてゆく両面粘着テープ貼付け装置であって
、
　ベース部に連続供給された前記両面粘着テープを貼付け作用位置まで導くテープ案内手
段と、
　前記ベース部の先端部の貼付け部位にまで導かれた前記両面粘着テープをワークの貼付
け面に押し付ける貼付け部と、
　前記セパレータの側辺にテープ長手方向に沿って所定間隔で切込みを形成するテープ切
込み機構を備え、
　前記テープ切込み機構は、ベース部に枢支連結され揺動下降するアームと、
　前記アームの下部に備えられ両面粘着テープのセパレータ上側から切断作用する回転カ
ッタと、
　前記両面粘着テープを粘着面側から受ける受けローラと、
　を備えたことを特徴とする。
【００１６】
　（作用・効果）この構成によれば、上記第１の発明に係る両面粘着テープ貼付け方法を
好適に実施することができる。すなわち、両面粘着テープを回転カッタと受けローラの間
に挟み込んで走行させることで、セパレータの側辺に切込みを所定ピッチで連続して的確
に形成することができる。
【００１９】
　第５の発明は、第４の発明において、
　前記テープ切込み機構は、切込みを形成する作用状態と、切込みを形成しない非作用状
態とに切換え可能に構成したことを特徴とする。
【００２０】
　（作用・効果）この構成によれば、直線状の貼付け径路と湾曲状あるいは屈曲状の貼付
け径路とが混在するような場合、セパレータ剥離の恐れのある湾曲状などの貼付け径路で
のみ切込み形成を行うことができる。したがって、セパレータ剥離の恐れのない直線状の
貼付け径路での不必要な切込み形成を回避することができ、上記第３の発明方向を好適に
実施することができる。
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【００２１】
　第６の発明は、第４または第５の発明において、
　前記ベース部に対してアームを上方に揺動付勢させる弾性体を備えたことを特徴とする
ことを特徴とする。

【００２２】
　（作用・効果）この構成によれば、第６の発明を好適に実施することができる。
【００２３】
　この構成において、アームを揺動付勢に抗して下降させたとき、アームの下部に備わっ
た回転カッタが作用位置で固定されるようアームをベース部に固定保持する保持機構を備
えることが好ましい。
【００２４】
　この構成によれば、湾曲した貼付け径路が長く続くような場合に、作業者が力を入れ続
けることなく径路追従操作に専念することができる。したがって、一定の押圧で貼付け作
業を軽快に行うことができるので、両面粘着テープのワークへの密着性を高めることもで
きる。
【００２５】
　なお、この構成において、貼付け部は、ベース部の先端部で回転自在に軸支されたロー
ラや、両面粘着テープの厚みよりも小さく、かつ、テープ幅よりも大きいテープ貼付け溝
をベース部の平坦な先端部の形成して構成したものであってもよい。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明の両面粘着テープ貼付け方法と両面粘着テープ貼付け装置によれば、湾曲あるい
は屈曲径路においてもセパレータの剥離を生じることなく両面粘着テープを確実に貼り付
けてゆくことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】両面粘着テープ貼付け装置の斜視図である。
【図２】両面粘着テープ貼付け装置の分解斜視図である。
【図３】両面粘着テープ貼付け装置の側面図である。
【図４】両面粘着テープ貼付け装置の平面図である。
【図５】セパレータに切込みを形成しないときの貼付け作業状態を示す縦断側面図である
。
【図６】セパレータに切込みを形成するときの貼付け作業状態を示す縦断側面図である。
【図７】貼付け作業状態を示す斜視図である。
【図８】テープ切込み箇所を拡大した斜視図である。
【図９】両面面粘着テープの一部を示す斜視図である。
【図１０】別実施例の両面粘着テープ貼付け装置を示す全体斜視図である。
【図１１】別実施例の両面粘着テープ貼付け装置を示す全体側面図である。
【図１２】別実施例の両面粘着テープ貼付け装置を示す全体平面図である。
【図１３】別実施例における貼付け作業状態を示す縦断側面図である。
【図１４】別実施例における貼付け作業状態を示す縦断側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下、図面を参照して本発明の一実施例を説明する。
【００２９】
　図１～図７に、本発明に係る両面粘着テープ貼付け装置の一例が示されており、図１は
装置全体の斜視図、図２はその分解した斜視図、図３はその側面図、図４はその平面図で
ある。
【００３０】
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　この実施例で用いられる両面粘着テープＴは、例えば図９に示すように、粘着テープ本
体ｔの上下両面にセパレータs1、s2をそれぞれ貼り合せ保持して形成されたものである。
粘着テープ本体ｔは、弾性変形可能な発泡樹脂材からなる幅数ｍｍの基材ｔａの上下両面
に粘着層ｔｂを備えて構成されている。
【００３１】
　セパレータs1、s2としては、剥離層を有する基材、フッ素系ポリマーからなる低接着性
基材、無極性ポリマーからなる低接着性基材などを用いることができる。上記剥離層を有
する基材としては、例えば、シリコーン系、長鎖アルキル系、フッ素系、硫化モリブデン
などの剥離剤がコーティングされたプラスチックフィルムや紙材などが利用される。また
、上記フッ素系ポリマーとしては、例えば、ポリテトラフルオロエチレン、ポリクロロト
リフルオロエチレン、ポリフッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、テロラフルオロエチレ
ン・ヘキサフルオロプロピレン共重合体、クロロフルオロエチレン・フッ化ビニリデン共
重合体などが利用される。また、上記無極性ポリマーとしては、例えば、ポリエチレンや
ポリプロピレンなどのオレフィン系樹脂が利用される。
【００３２】
　この両面粘着テープ貼付け装置１は、作業者が片手で把持して使用するように構成され
ている。図１に示すように、逆Ｌ字状に屈曲形成されており、片手で把持可能に構成した
ベース部２、ベース部２の後端部に備えたテープガイド３、ベース部２の先端部に備えた
貼付け部としての貼付けローラ４、ベース部２の前半部に備えたテープ切込み機構５など
から構成されている。
【００３３】
　ベース部２は、滑性に優れた硬質樹脂材で形成されている。このベース部２は、図２な
いし図４に示すように、略水平姿勢の前半部に、上下および前方に開放された開口６が前
後に形成されている。この開口６には、テープ切込み機構５が組み付けられるとともに、
ベース部２の後上がり傾斜された後半部の下面にテープ案内溝７が前後に形成され、その
一端側が開口６に連通されている。
【００３４】
　テープガイド３は、ベース部２の後端に支軸８を介して上下揺動可能に枢支連結される
左右一対のブラケット９、両ブラケット９にわたって支架されたガイドローラ１０、およ
びガイドピン１１とで構成されている。また、テープガイド３は、図５ないし図７に示す
ように、図外のテープ供給部から送られてきた両面セパレータ付きの両面粘着テープＴが
、ガイドローラ１０とガイドピン１１の間を通るように上方から供給されて下方に巻回案
内される。この巻回部位においてテープ下面のセパレータs1が剥離される。セパレータs1
の剥離によって下向きの粘着面が露出された両面粘着テープＴは、テープ案内溝７を通っ
てベース部２の下方に誘導され、さらに貼付けローラ４の下方に供給されるようになって
いる。なお、テープガイド３は、本発明のテープ案内手段に相当する。
【００３５】
　貼付けローラ４は、両面粘着テープＴより幅広の弾性体で構成されており、支軸１２を
介して遊転自在にベース部２の先端部分に水平軸支されている。
【００３６】
　テープ切込み機構５は、開口６の後端近くにおいて支軸１３を介して上下に揺動可能に
枢支連結された作動アーム１４、この作動アーム１４の前後中間の下部に支軸１５を介し
て遊転自在に支承された回転カッタ１６、および、ベース部２に支軸１７を介して遊転自
在に支承された受けローラ１８などから構成されている。なお、作動アーム１４は、本発
明のアームに相当する。
【００３７】
　支軸１３にはねじりバネ１９が外挿される。このねじりバネ１９の一端部は、作動アー
ム１４の側面に形成された溝２０に係入されるとともに、ねじりバネ１９の他端部は、開
口６の内部に形成された段部に係合される。このねじりバネ１９の弾性復元力によって作
動アーム１４が上方に揺動付勢されている。なお、溝２０にねじりバネ１９の一端部を係
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入した後に、この溝２０に樹脂やブロックを封入し、ねじりバネ１９の外れを防止するよ
うに構成する。
【００３８】
　図８に示すように、回転カッタ１６は、樹脂ローラ１６ａの外周部の左右両端に支軸１
５に沿った状態で複数の切刃１６ｂを周方向に等ピッチで放射状に埋設して構成されてい
る。作動アーム１４に下方への押し込み外力を付与しない自由状態において、回転カッタ
１６は、受けローラ１８から上方に離間した非作用位置に保持されている。また、作動ア
ーム１４に下方への押し込み外力を付与してバネ付勢力に抗して下方へ揺動させることに
より、回転カッタ１６が受けローラ１８に接近したテープ切込み作用位置に移動されるよ
うになっている。なお、回転カッタ１６は、両面粘着テープTの幅以上に設定されている
。
【００３９】
　受けローラ１８は、ベース部２の下方に案内されてきた両面粘着テープＴを下方から受
け止め案内するものである。また、受けローラ１８は、セパレータs1が剥離されて下向き
の粘着面が露出した両面粘着テープＴを円滑に案内走行させるために難接着性の樹脂ロー
ラで構成されている。さらに、受けローラ１８は、回転カッタ１６に対する受け台として
も機能するものである。したがって、回転カッタ１６に下方から対向するよう受けローラ
１８の配置位置が設定されている。
【００４０】
　本発明に係る両面粘着テープ貼付け装置１は以上のように構成されている。次に、この
両面粘着テープ貼付け装置１を使用したときのテープ貼り付け作動について説明する。
【００４１】
　下向きの粘着面が露出された両面粘着テープＴの先端をワークＷの貼付け面の貼付け開
始位置に貼り付けた後、図７に示すように、片手で把持した両面粘着テープ貼付け装置１
をワークＷに対して相対的に後方に移動させる。このとき、両面粘着テープ貼付け装置１
の左右向きに姿勢を変更しつつ、貼付けローラ４で押え込みながら両面粘着テープＴを所
定の貼付け径路に沿って貼付けてゆく。
【００４２】
　この場合、直線状の貼付け径路においては、図５に示すように、回転カッタ１６を上方
の非作用位置に保持しておく。ただし、湾曲した貼付け径路においては、図６に示すよう
に、ベース部２を把持した手の指で作動アーム１４を押さえ込んで、回転カッタ１６をテ
ープ切込み作用位置に下降させ、受けローラ１８と回転カッタ１６との間で両面粘着テー
プＴを挟み込む。この挟み込みによって、回転カッタ１６の切刃１６ｂが、両面粘着テー
プＴの上方から食い込み、両面粘着テープＴの両側辺にテープ長手方向に沿って交差する
よう一定のピッチで切込みｋが形成される。この場合、回転カッタ１６の押し付け具合に
よってテープ上面のセパレータs2のみを切込んだり、セパレータs2と粘着テープ本体ｔに
わたって切込みｋを形成したりすることができる。
【００４３】
　このように、湾曲した貼付け径路において、セパレータs2の側辺にテープ長手方向に所
定のピッチで切込みｋを形成してゆくことにより、両面粘着テープＴが伸長される湾曲外
側では、形成された切込みｋが適度に開き、伸縮性の劣るセパレータs2が張力によって粘
着テープ本体ｔから剥離してテープ長手方向の長い範囲で遊離してしまうことが回避され
る。
【００４４】
　次に、図１０～図１４に、本発明の別実施例が示されている。
【００４５】
　この実施例は、上記実施例の構成に対して貼付けローラ４を省略して貼付け部を構成し
たものである。具体的には、ベース部２の平坦な先端部の下面に、両面粘着テープＴの厚
さより浅く設定されたテープ貼付け案内溝２１が形成されている。
【００４６】
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　このテープ貼付け案内溝２１に案内されてきた両面粘着テープＴをワークＷの表面に適
度に押圧して弾性変形させながら貼り付けることができるようになっている。
【００４７】
　本発明は、以下のような形態で実施することもできる。
【００４８】
　（１）両面粘着テープTの両端に形成する切込みｋは、上記実施例のような対向する直
線スリット状の他に次にように形成してもよい。
【００４９】
　例えば、テープ幅左右に交互に切込みｋを形成したり、端辺から長手方向の中心に向か
って先細りとなるＶノッチ状の切欠きを形成したりしてもよい。
【００５０】
　（２）上記実施例では両面粘着テープＴの両側辺に切込みｋを形成する場合を示してい
るが、一定方向にのみ湾曲あるいは屈曲する貼付け径路で貼付けを行う場合には、テープ
伸長が行われる湾曲外側となるテープ側辺にのみ切込みｋを形成するようにしてもよい。
つまり、回転カッタ１６の一端側のみに切刃１６ｂを備えるように構成して実施すること
もできる。
【００５１】
　（３）上記実施例では、作動アーム１４を手や指によって押さえ込み続けることで回転
カッタ１６をテープ切込み作用位置に切換え保持すようにしているが、適宜デテント機構
によって作動アーム１４を下方揺動位置に固定保持するように構成することもできる。
【００５２】
　例えば、作動アーム１４の前端部の少なくとも一側面から先端が突出するよう金属製な
どのボールをバネ付勢させて構成し、このボールと対向し係合する凹部をベース本体の位
置に形成して構成する。
【００５３】
　この構成によれば、湾曲した貼付け径路が長く続くような場合に、作業者は手や指に力
を入れ続けることなく径路追従操作に専念することができる。したがって、一定の押圧で
貼付け作業を軽快に行うことができるので、両面粘着テープＴのワークWへの密着性を高
めることもできる。なお、デデント機構は、本発明の保持機構に相当する。
【００５４】
　（４）上記した別実施例の構造において、テープ貼付け案内溝２１の上方に、テープ切
り込み機構を構成する回転カッタ１６を上げ下げ可能に配備し、テープ貼付け箇所で切込
みｋの形成を行うように構成することも可能である。
【００５５】
　（５）両面粘着テープＴとして、粘着剤のみからなる粘着テープ本体ｔの両面にセパレ
ータs1、s2を貼合せたものを用いることもできる。
【００５６】
　（６）上記実施例では両面にセパレータs1、s2を貼合せた両面粘着テープＴを供給して
、テープガイド３において一方のセパレータs1を剥離除去しながらワークＷに貼付ける場
合を示しているが、予め別工程で一方のセパレータs1を剥離除去した粘着テープＴ、ある
いは、片面のみにセパレータs2を貼合せてロール巻きした両面粘着テープＴを供給する形
態で実施することもできる。
【００５７】
　（７）上記実施例は、作業者が把持して手作業でテープ貼り付けを行うものを例示して
いるが、ロボットハンドに装着して全自動でテープ貼り付けを行う形態にして実施するこ
ともできる。この場合、予め入力されたプログラムに基づいて回転カッタ１６を適宜アク
チュエータで位置切換えするとよい。
【００５８】
　（８）上記各実施例において、ベース部２を長手方向の中心軸（テープ誘導方向）に沿
って分離可能とし、分離した中間部にアタッチメントを介在させるとともに、当該アタッ
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チメントの幅に合せた作動アーム１４、貼付けローラ４、回転カッタ１６、および受けロ
ーラ１８を変更するよう構成してもよい。
【００５９】
　この構成によれば、両面粘着テープＴの幅に合せて装置設定を適宜に変更することがで
きる。
【符号の説明】
【００６０】
　　２　…　ベース部
　　５　…　テープ切込み機構
　１６　…　回転カッタ
　１８　…　受けローラ
　　Ｔ　…　両面粘着テープ
　　ｋ　…　切込み
　  s1　…　セパレータ
　  s2　…　セパレータ
　　Ｗ　…　ワーク

【図１】 【図２】
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